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　本稿では、第 1 章で中絶に関する EU の法制度の効果について概観し、第
2 章で反動的な国の動向、第 3 章でフランスの状況について述べる。EU 諸
国における中絶の現状を知ることによって、中絶への権利をめぐる問題点を
考察できれば幸いである。
1．中絶に関する EU の法制度9） とその効果
　前稿でも記したように10）、EU において男女平等に関わる政策は、補完性の
原則 principe de subsidiarité により、構成国が主体的に行動することが前提
であり、EU レベルでの介入は制限されている。
　他方、1993 年に発効した EU 条約第 129 条（現 EU 機能条約第 168 条）で
公衆衛生に関わる政策が EU の新たな行動目標として定められた。これを受
けて、欧州委員会は、1995 年と 1997 年に域内の女性の健康状態に関する報
告書を出している11）。しかし、中絶についての記述は、第 1 回報告書ではわ













成果を継承する決議14）を出しているが、とりわけ、2002 年 7 月 3 日に賛成




女性差別撤廃委員会 CEDAW による一般勧告第 21 号（1994 年）と第 24 号
（1999 年）である。前者は、女性差別撤廃条約（1979 年採択、日本は 1985








































ても、中絶した女性および医師は 1 年半から 4 年の禁固刑に処せられる。こ
のため、資力のある場合は、「週末はロンドンでショッピング」という口実
で、イギリスでの中絶を選択する女性も少なくないという19）。
　他方で、避妊薬については、2016 年 12 月 14 日から薬局で処方箋なしに
緊急避妊薬（アフターピル）の ellaone の購入が可能になった。ellaone は、
性交後 120 時間（丸 5 日間）以内の服用で効果があり、避妊に失敗したり、
性暴力の被害を受けた場合など、緊急時に服用することで、望まない妊娠を









1.2．欧州司法裁判所の 1991 年 10 月 4 日の判決とアイルランド
　マルタの他に、もう一ヵ国、同様の議定書を取り付けていた国がある。ア
イルランドである。アイルランドは 1973 年から EU の前身である EC に加
盟していたが、EU の創設を定めた 1992 年のマーストリヒト条約の調印に
際して、「現行においても将来においても EU 条約が、中絶の禁止に関する
アイルランドの憲法第 40 条第 3 項 3 の施行を妨げることはない」という趣
旨の付属議定書22）を取り付けた。なぜ加盟してから 20 年も経たこの時期に
かというと、前年の 1991 年 10 月に欧州司法裁判所が出したサービスの自由
な移動に関する判決23）に対応したものである。
　1989 年に、アイルランドの胎児保護団体 SPUC は、「中絶は他者の生命を











た者もそれぞれ刑事罰の対象になっていたが（58 条、59 条）、1983 年の憲




1992 年 2 月に上記の付属議定書を取り付けて中絶を禁止する憲法条項を維





















るためには、精神科医 2 人と産科医 1 人による、自殺のリスクが「現実のも
のであり、重大である」ことの証明が必要であった。また、近親相姦や強姦
によって妊娠した場合の中絶も認められなかった。
　さらに 5 年を経て、2018 年 5 月 26 日、人工妊娠中絶を禁じる憲法条項撤
廃の是非を問う国民投票が実施される。アイルランドでは、2015 年に同性
婚が合法化され、同性愛者であることをカミングアウトしていたレオ・バ
ラッカーが 2017 年に首相に就任。翌 2018 年初頭に、中絶合法化を問う国民
投票を予告していた。投票の結果は、賛成 66.4％、反対 33.6％で賛成派が多
数を占める。これを受けて、同年、12 月 13 日法が制定され、ようやく中絶



































② R.R. c. Pologne （no 27617/04） 2011.05.26：出生前診断を望んだ妊婦に対し
て、中絶反対の医師がこの検査を拒否し、ようやく 6 週間後の羊水穿刺検査
で胎児の異常が判明したときには合法期間を過ぎていた。やむを得ず出産し
た子どもはターナー症候群であった。CEDH は、欧州人権条約第 3 条の「非
人道的もしくは品位を傷つける取扱いの禁止」、および第 8 条への違反を認
めた。③ P. et S. c. Pologne （no 57375/08） 2012.10.30：同じ学校の生徒に強姦
され妊娠した 14 歳の少女に対して、複数の医師が誤った情報を与えたばか
りか、事件をメディアに流して守秘義務にも違反した。最終的に少女は中絶





















ンドの下院は 2016 年 10 月、この法案を賛成 58、反対 352、棄権 18 で否決
することになる35）。





4,000 ズウォティ≒ 925 ユーロ（ちなみに、ポーランドの月額平均所得は


































儀なくされている（政府発表で年間 1 万 5000 件、NGO によると 5 万件）。
これに対処するため、政府は 2016 年 2 月のデクレで闇中絶に対する罰金を


















年 3 月には、第 13 回世界家族会議の主催地として、マッテオ・サルヴィー
ニ内相（当時）をはじめ約 1,500 名の参加者を迎えた。世界家族会議は、福
音派＝キリスト教右派が中心になって構成する NGO で、起源は 1994 年に




















































ば、月収 1600 ユーロ（ハンガリーの平均月収の 2 倍に当たる）を上限とす
る税控除額が、子ども 1 人ないし 2 人の家族には、子ども 1 人につき毎月








　第 2 編は、第 1 章「一般規定」、第 2 章「刑罰規定」から成り、第 1 章には、
第 1 節「一般原則」、第 2 節「妊娠 12 週の終わりまでに行われる中絶」、第
3 節「医学上の理由で行われる妊娠中絶」、第 4 節「共通規定」が含まれ、
第 2 章には、第 2 節「違法な妊娠中絶」と第 3 節「合法な妊娠中絶への妨害」
が含まれる55）。
　第 2 編「人工妊娠中絶」の第 1 章第 1 節第 1 条（L 2211-1）には、「民法典」
の第 16 条56）から、「法律は人の優位性を確保し、その尊厳へのいかなる侵害
も禁止し、人間をその生命の始まりから尊重することを保証する」という文






　フランスでは、1975 年の「妊娠の自由意志による中絶 IVG に関する法律」、
通称ヴェーユ法57）により、ようやく人工妊娠中絶が合法化され58）、「妊娠に




























































































　こうした状況に対処するために、2019 年 2 月に提出され、7 月に成立した
「保険制度の編成および改革に関する」法律76）の審議過程で、中絶合法期間
を 12 週から 14 週まで延長する追加条文が提出され、一旦、上院で可決され






































入された第 16 条79）を転記したもので、1975 年のヴェーユ法の第 1 条、「法






























　合法期間をどう定めるかは難問である。欧州司法裁判所は、2011 年 10 月
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